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2026年度 第1四半期
決算説明会

執⾏役員財務担当 中島 聡
当資料に掲載されている情報のうち歴史的事実以外のものは、発表時点で⼊⼿可能な情報に基づく当社の
経営陣の判断による将来の業績に関する⾒通しであり、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありま
せん。実際の業績は、経済動向、為替レート、市場需要、税制や諸制度等に関するさまざまなリスクや不確
実要素により⼤きく異なる結果となる可能性があることをご承知おきください。

2026年8月6日
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業績ハイライト
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2026年度 第1四半期（4月-6月）実績 2026年度 通期業績予想

• 第1四半期の上振れ分を一部反映
• P&S事業について、期初には中東情勢に伴う生産制約リスクを

織り込んでいたものの、現時点ではその影響が限定的であること
から、販売数量の増加を⾒込む

• 予想部分の為替レートを円安に変更したことに伴う為替のプラス
影響を織り込む

• 第1四半期の上振れ分を一部反映するとともに、
期初想定していた中東情勢や部材価格高騰などのリスクを
最新状況に鑑み⾒直し、予想に反映

• P&S事業およびマシナリー事業の産業機器における好調な推移や
IP事業におけるMUTOHの連結子会社化に、
為替のプラス影響も加わり、⼤幅な増収

売上収益 2,533億円/+23.0％（前年同期⽐）

事業セグメント利益 547億円/+195.4 ％（前年同期⽐）

• ⽶国追加関税の⼤部分が還付され、利益を押し上げ
• P&S事業における価格対応の効果や消耗品販売増による粗利

増、マシナリー事業の産業機器における増収効果に、
為替のプラス影響も加わり、⼤幅な増益

売上・各段階利益ともに第1四半期としては過去最⾼を更新

営業利益 546億円/+250.1 ％（前年同期⽐）

売上収益・各段階利益とも上⽅修正

当期利益* 499億円/+325.8 ％（前年同期⽐）

*親会社の所有者に帰属する当期利益

• 非継続事業におけるエクシングの一部株式の売却益も加わり、
⼤幅な増益

売上収益

事業セグメント利益以下

25年度第3四半期より、N&C（ネットワーク＆コンテンツ）事業を非継続事業に分類しています。 これにより、
売上収益から税引前利益までは非継続事業を除いた⾦額、親会社の所有者に帰属する当期利益は継続
事業と非継続事業を合算した⾦額です。前年同期実績についても、同様の条件に組み替えて⽐較しています。
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2026年度 第1四半期決算
売上収益・各段階利益ともに第1四半期として過去最高を更新しました。

売上収益
前年同期⽐ 23. 0％増の 2,533億円 となりました。
P&S事業およびマシナリー事業の産業機器における好調な推移や、
IP事業におけるMUTOHの連結子会社化に、為替のプラス影響も加わり、⼤幅な増収となりました。

事業セグメント利益
前年同期⽐ 195.4％増の 547億円 となりました。
⽶国追加関税の⼤部分が還付され、利益を押し上げたほか、
P&S事業における価格対応の効果や消耗品販売増による粗利益の増加、
マシナリー事業の産業機器における増収効果に、為替のプラス影響も加わり、⼤幅な増益となりました。

営業利益
前年同期⽐ 250.1％増の 546億円 となりました。

親会社の所有者に帰属する当期利益
前年同期⽐ 325.8％増の 499億円 となりました。
非継続事業におけるエクシングの一部株式の売却益も加わり、⼤幅な増益となりました。

2026年度 通期業績予想
売上収益・各段階利益ともに上⽅修正しました。

売上収益
第1四半期の上振れ分を一部反映するとともに、
P&S事業において、期初に織り込んでいた中東情勢に伴う生産制約リスクの影響が
現時点では限定的であるとして、販売数量の増加による増収を⾒込んでいます。
また、予想部分の為替レートを円安に変更したことに伴う為替のプラス影響も織り込んでいます。

事業セグメント利益以下の各段階利益
第1四半期の上振れ分を一部反映するとともに、
期初想定していた中東情勢や部材価格高騰などのリスクを最新状況に鑑み⾒直し、予想に反映しています。
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2026年度 第1四半期（4月-6月）業績

3

25年度第3四半期より、N&C（ネットワーク＆コンテンツ）事業を非継続事業に分類しています。 これにより、売上収益から税引前利益までは非継続事業を除いた⾦額、親会社
の所有者に帰属する当期利益は継続事業と非継続事業を合算した⾦額です。これ以降のスライドでは前年同期実績についても、同様の条件に組み替えて⽐較しています。

2025年度第3四半期より、N&C（ネットワーク＆コンテンツ）事業を非継続事業に分類しています。
これにより、売上収益から税引前利益までは非継続事業を除いた⾦額、
親会社の所有者に帰属する当期利益は、継続事業と非継続事業を合算した⾦額です。
以降のスライドでは、前年同期実績についても、同様の条件に組み替えて⽐較しています。
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2026年度第1四半期 連結業績概要
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売上・各段階利益ともに第1四半期としては過去最⾼を更新。事業セグメント利益においては⽶国追加関税の
大部分が第1四半期で還付され、当期利益においてはエクシングの⼀部株式の売却益も加わり、大幅な増益

（億円）

増減率
（）は為替影響除く

増減
（）は為替影響除く26Q125Q1

組替後

23.0%4742,5332,060売上収益 (11.6%)(239)
195.4%362547185事業セグメント利益 (147.9%)(274)

21.6%9.0%事業セグメント利益率
-28▲1▲29その他の収益・費用

250.1%390546156営業利益
21.6%7.6%営業利益率

241.3%401568166税引前利益
262.1%301416115継続事業からの当期利益

3305.1%80832非継続事業からの当期利益

325.8%382499117親会社の所有者に帰属する
当期利益

-15.32160.51145.19USD
-21.08185.45164.37EUR

・⽶国追加関税の還付︓+141億円 ・エクシングの一部株式売却関連︓＋83億円
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2026年度 第1四半期の実績です。

売上収益・各段階利益ともに第1四半期として過去最高を更新しました。

売上収益は、前年同期⽐ 474億円増の 2,533 億円となりました。

事業セグメント利益は、⽶国追加関税の⼤部分が当第1四半期で還付されたことによる押し上げ効果もあり、
362億円増の 547 億円となりました。

営業利益は、390億円増の 546 億円となりました。

継続事業と非継続事業からの当期利益を合算した親会社の所有者に帰属する当期利益は、
エクシングの一部株式の売却益も加わり、382億円増の 499 億円 となりました。
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2026年度第1四半期 事業セグメント別実績
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※「その他」にセグメント間取引消去額を含みます

（億円）

営業利益事業セグメント利益売上収益

増減26Q125Q1
組替後増減26Q125Q1

組替後増減26Q125Q1
組替後

3054321282824341522741,5971,323P&S (プリンティング＆ソリューションズ)

222862332994417323IP (インダストリアル・プリンティング)

32461431441393274181マシナリー
792792136350ニッセイ

212761827911144133P&H (パーソナル＆ホーム)

330110▲123850その他
3905461563625471854742,5332,060合計

5

事業セグメントごとの業績一覧です。
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2026年度第1四半期 売上収益の増減要因
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※増減額は為替影響を除いた実質ベース

110

61
73

11 235

IP マシナリー ニッセイ

▲4

P&H 為替影響額

▲12

2,060

2,533

26Q125Q1 P&S その他

P&S :+164
IP :+33
マシナリー :+20 
P&H :+15

USD  :+73 
EUR :+58
GBP :+31
その他 :+74

P&S事業およびマシナリー事業の産業機器における好調な推移や、IP事業におけるMUTOHの連結子会社化に、
為替のプラス影響も加わり、大幅な増収

（億円）

（組替後）

6

2026年度 第1四半期の売上収益の増減要因です。

・P&S（プリンティング＆ソリューションズ）
通信・プリンティング機器、ラベリングともに、価格対応の効果や消耗品の販売増により、増収となりました。

・IP（インダストリアル・プリンティング）
ドミノで本体・消耗品の販売が堅調に推移したことに加え、
産業用プリンターでMUTOHを連結子会社化したことにより、増収となりました。

・マシナリー
産業機器の販売が伸⻑したことに加え、
工業用ミシンで独Konrad Busche社の⾃動⾞部品向け部門の売上が加わったことにより、増収となりました。

・ニッセイ
価格対応の効果も含め減速機・⻭⾞ともに販売が堅調に推移し、増収となりました。

・P&H（パーソナル＆ホーム）
主に⽶州における販売が軟調に推移し、減収となりました。

これらに、為替のプラス影響 235 億円が加わり、
全社では 474 億円増となる 2,533億円 となりました。
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185

547

88

137

73

141

25Q1 為替影響 売上増減等

▲26

販促費 販売価格

▲24

製造コスト

▲27

販管費等 ⽶国追加
関税還付

26Q1

2026年度第1四半期 事業セグメント利益の増減要因

7

P&S ︓+70 P&S    : ▲24

⽶国追加関税還付のほか、P&Sにおける価格対応の効果や消耗品販売増による粗利増、
マシナリー事業の産業機器における増収効果に、為替のプラス影響も加わり、大幅な増益

（億円）

P&S     ︓+77
マシナリー︓+33
IP        ︓+26

P&S ︓+64

P&S ︓▲20

IP ︓▲13

P&S ︓+116
P&H ︓+17

（組替後）
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事業セグメント利益の増減要因です。主な要素についてコメントします。

・為替影響
主にP&S事業において、為替のプラス影響がありました。

・売上増減等
P&S事業の消耗品およびマシナリー事業の産業機器の販売増に加え、
IP事業におけるMUTOHの連結効果やドミノの消耗品の販売増などにより、増加しました。

・販促費
P&S事業において、プロモーションは抑制したものの、⽶国において製品本体の販売が増加したことに連動し、
増加しました。

・販売価格
主にP&S事業において、本体・消耗品ともに価格対応の効果がありました。

・製造コスト
主にP&S事業において、部材コストが増加しました。

・販管費等
MUTOHを連結子会社化したIP事業を中心に、人件費などの経費が増加しました。

・⽶国追加関税還付
P&S事業をはじめとする各事業において、⽶国追加関税の⼤部分が還付されました。

これらにより、事業セグメント利益は、前年同期⽐ 362 億円増の 547億円となりました。
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2026年度 通期業績予想
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25年度第3四半期より、N&C（ネットワーク＆コンテンツ）事業を非継続事業に分類しています。これにより、売上収益から税引前利益までは非継続事業を除いた⾦額、親会社の
所有者に帰属する当期利益は継続事業と非継続事業を合算した⾦額です。

2025年度第3四半期より、N&C（ネットワーク＆コンテンツ）事業を非継続事業に分類しています。
これにより、売上収益から税引前利益までは非継続事業を除いた⾦額、
親会社の所有者に帰属する当期利益は、継続事業と非継続事業を合算した⾦額です。

8
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2026年度通期 連結業績予想
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（億円）
増減率

（）は為替影響
除く増減率

増減
（）は為替影響

除く増減
25年度増減率

（）は為替影響
除く増減率

増減
（）は為替影響

除く増減
26年度26年度

実績今回予想前回予想
9.7%8658,935

7.7%7009,8009,100売上収益 (6.6%)(586)(4.3%)(395)
7.6%648365.9%50900850事業セグメント利益 (▲5.5%)(▲46)(0.2%)(1)

9.4%9.2%9.3%事業セグメント利益率
-58▲58-000その他の収益・費用

15.6%1217795.9%50900850営業利益
8.7%9.2%9.3%営業利益率

15.3%1258208.0%70945875税引前利益
10.5%666268.1%52692640継続事業からの当期利益
64.8%33503.8%38380非継続事業からの当期利益
14.6%996767.6%55775720親会社の所有者に帰属する

当期利益
-6.29150.97-7.26157.26150.00USD
-7.55174.54-2.09182.09180.00EUR

売上収益・各利益段階利益とも上⽅修正。第1四半期の上振れ分を⼀部反映するとともに、
期初想定していた中東情勢や部材価格⾼騰などのリスクを最新状況に鑑み⾒直し、予想に反映

● 予想部分の為替レート︓１USD＝155円、１EUR＝180円

2026年度 通期の業績予想についてです。

売上収益・各段階利益ともに上⽅修正します。
第1四半期の上振れ分を一部反映するとともに、
期初想定していた中東情勢や部材価格高騰などのリスクを最新状況に鑑み⾒直し、予想に反映しています。

（前回予想との⽐較）
売上収益は、 700億円増の 9,800億円
事業セグメント利益は、 50億円増の 900億円
営業利益は、 50億円増の 900億円
親会社当期利益は、 55億円増の 775億円 に修正しました。

なお、業績予想の前提となる予想部分の為替レートは、
ドルは1USD＝150円から155円に変更しましたが、ユーロは前回予想の１EUR＝180円から変更ありません。
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2026年度通期 業績予想の前提

利益影響対オリジナル計画予想の前提カテゴリ

1USD＝155円（前回予想150円）、1EUR＝180円（変更なし）為替前提

▲約290億円
（前回予想 ▲約250億円）

メモリ価格の想定を⼤幅に上回る高騰を受け、部材コストが⼤幅に増加
物流コストの増加は避けられないものの、期初想定より影響は軽減
中東地域での販売減少は限定的
部材調達難などによるP&S事業の生産制約リスクは顕在化せず、販売数量減の影響は限定的

中東情勢および
部材価格⾼騰

の影響

＋約160億円
（前回予想 +約110億円）

販売プロモーション抑制の緩和および販売数量増に伴い販促費は増加
経費削減に加え、価格対応を実施対応策ほか

＋約190億円
（前回予想 +約180億円）

IEEPA関税の還付を第1四半期で計上
追加関税負担の減少を⾒込む

⽶国関税政策
の影響

▲約70億円
（前回予想 ▲約100億円）

中東情勢による影響の拡⼤や⽶国追加関税関連のリスクを⾒直し
部材価格のさらなる高騰などの影響を一定程度織り込む
産業機器における生産制約リスクを織り込む

全体リスク

中東情勢や部材価格⾼騰、⽶国関税政策の変化による影響などを以下の前提のもと織り込む。
引き続き状況を注視し影響を精査の上、必要に応じて通期業績予想のアップデートを⾏う

10

前回予想からプラス 前回予想からマイナス 前回予想からフラット

2026年度 通期業績予想の前提です。

・為替
予想期間の為替レートは、ドルは1USD＝150円から155円へ変更しましたが、
ユーロは１EUR＝180円から変更ありません。

・中東情勢および部材価格⾼騰の影響
部材コストについては、メモリ価格が期初想定と⽐較し⼤幅に上昇していることから、
全体では前回予想⽐でのコスト増加を織り込んでいます。
物流コストについては、増加は避けられないものの、期初想定より影響は軽減される⾒通しです。
中東地域での販売減少は、限定的となる⾒込みです。
P&S事業において期初織り込んでいた生産制約リスクについても、
現時点ではほとんど顕在化しない⾒通しであることから、製品本体の販売数量の増加を⾒込んでいます。

・対応策ほか
第1四半期は、P&S事業の販売プロモーションを抑制していましたが、中東情勢の影響が限定的であることから
抑制を緩和します。あわせて、製品本体の販売数量増に連動した販促費の増加も織り込んでいます。
経費削減は継続するとともに、
P&S事業を中心に期初予定していなかった価格対応を実施することによる効果を織り込みました。

・⽶国関税政策の影響
IEEPA関税は⼤部分が第1四半期に還付されました。年間での還付額の⾒通しに変更はありません。
予想期間の関税率の⾒直しにより、追加関税負担は減少する⾒込みです。

・全体リスク
期初織り込んでいた、中東情勢や⽶国追加関税などの先⾏き不透明さに伴うリスクは軽減された一⽅で、
部材価格のさらなる高騰や、産業機器における生産制約リスクなどを織り込みました。

10
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2026年度通期 営業利益の増減 前回予想との⽐較

11

910 900

+160
+190

2026年度
オリジナル計画*

▲290

中東情勢・
部材価格高騰の影響

対応策 ⽶国関税政策の影響

▲70

全体リスク 2026年度
今回予想

910 850

+110
+180

2026年度
オリジナル計画*

▲250

中東情勢・
部材価格高騰の影響

対応策 ⽶国関税政策の影響

▲100

全体リスク 2026年度
前回予想

営業利益
前回予想

営業利益
今回予想

（億円）

・メモリ・樹脂を中心と
した部材コストの増加

・物流コストの増加

・IEEPA関税還付
・関税率⾒直し・価格対応

・経費削減
・Q1の上振れの一部
（関税還付除く） など

・部材価格のさらなる高騰
・産業機器の生産制約リスク

・ 部材コストの増加
・ 物流コストの増加
・ 中東地域での販売減少
・ 工場操業度の低下と
それにともなう販売数量減

・ IEEPA関税還付
・ 関税率⾒直し・ 経費削減

・ 販促費のコントロール
・ コストアップ抑制

・ 前提が崩れた場合
などのリスク

（億円）

*「オリジナル計画」は、中東情勢や部材価格高騰、⽶国関税政策などの不確実要素を除いた26年3月時点の社内計画

（前回公表時）
⽶国関税政策の変化・全体リスク +80

(Q1の上振れ等含む)

11

2026年度の営業利益予想の増減です。

中東情勢や部材価格高騰、⽶国関税政策などの不確実要素を除いた
26年3月時点の社内オリジナル計画（非公式）の910億円を起点とし、
前回予想と今回予想における増減内訳を、上下に並列して掲載しています。

・中東情勢・部材価格⾼騰の影響
前回予想ではオリジナル計画⽐で▲250億円を想定していましたが、
メモリを中心とした部材価格の想定を上回る高騰を受け、影響は▲290億円に拡⼤する⾒通しです。

・対応策（Q1の上振れ等含む）
前回予想では＋110億円を想定していました。販促費は増加するものの、
第1四半期の好調さや新たな価格対応の効果により、＋160億円となる⾒通しです。

・⽶国関税政策の影響
前回予想では＋180億円を想定していましたが、
予想期間の関税率の⾒直しにより＋190億円を⾒込んでいます。

・全体リスク
前回予想では、さまざまな前提が崩れたときのリスクとして▲100億円を想定していましたが、
最新の状況に鑑み、リスクを▲70億円としました。

これらを受け、営業利益は、前回予想では850億円を想定していましたが、
今回予想では900億円に上⽅修正しました。

*上段の「営業利益 前回予想」について、前回公表時は、「⽶国関税政策の影響」と「全体リスク」を合算して「全体リスク」として開示して
いましたが、今回は分解して記載しています。
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2026年度通期 事業セグメント別予想

12

※「その他」にセグメント間取引消去額を含みます

（億円）

営業利益事業セグメント利益売上収益

増減今回予想前回予想増減今回予想前回予想増減今回予想前回予想

1007306301007306306606,0695,409P&S (プリンティング＆ソリューションズ)

5454054540141,6831,670IP (インダストリアル・プリンティング)

0110110011011001,0101,010マシナリー
41511415113242239ニッセイ

18715318715318648630P&H (パーソナル＆ホーム)

▲78▲726▲78▲7266148142その他
50900850509008507009,8009,100合計

• 前回予想では、「その他」事業において、⽶国追加関税の還付や全体リスクなどを⼀括して織り込んでいたが、
今回予想では、第1四半期での関税還付分を各事業に反映

• P&S事業は、関税還付や第1四半期の上振れ分の⼀部を反映するとともに、
各種リスクの⾒直しや価格対応の効果などを織り込み、売上・利益ともに上⽅修正

• 「その他」事業の利益に、全体リスクを織り込む

事業セグメントごとの業績予想の一覧です。

前回予想では、「その他」事業において、⽶国追加関税の還付や全体リスクなどを一括して織り込んでいましたが、
第1四半期での関税還付を受け、各事業に還付実績を反映しています。

・P&S
売上については、生産制約リスクが限定的となる⾒通しであることや、
第1四半期の上振れ分の一部や為替のプラス影響を織り込み、上⽅修正します。
利益については、メモリを中心とした部材価格の高騰などを織り込むものの、
⽶国追加関税の還付が実現したことや、新たな価格対応の効果、第1四半期の上振れ分の一部を反映し、
上⽅修正します。

・マシナリー
マシナリー事業については、産業機器における生産制約リスクの影響を確認中であることから、
第2四半期決算において業績予想をアップデートします。

上記以外の各事業の予想の変化は、主に⽶国追加関税の還付が実現したことや為替影響を反映したものです。

「その他」事業の利益においては、さらなる部材価格高騰をはじめとする「全体リスク」を織り込んでいます。
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財務の状況/設備投資・償却費・研究開発費

13

13
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財務の状況

14

※棚卸資産回転月数＝棚卸資産÷（１ヶ月平均売上原価）

2,248 2,193 2,344 2,268 2,330 2,375 2,358 2,340 2,442 

5.7 5.6 5.4 5.3 5.7 5.6 5.2 5.3
6.1

24年6月末 24年9月末 24年12月末 25年3月末 25年6月末 25年9月末 25年12月末 26年3月末 26年6月末

棚卸資産 棚卸資産回転月数（月）
（億円）

財政状態計算書 主要項目 棚卸資産推移

増減26年6月末26年3月末
2866,7606,474流動資産
3712,3481,977現預⾦
1022,4422,340棚卸資産
753,7893,714非流動資産

▲412,4742,515負債合計
▲2810有利子負債

4428,0757,633株主資本
36110,54910,188総資産

増減26年6月末26年3月末
3732,3401,967ネット・キャッシュ

1.6%76.5%74.9%株主資本⽐率
--9.3%ROE

為替影響や利益の増加により、資産が増加しています。

在庫については、2026年3月末と⽐較し、棚卸資産・棚卸資産回転月数ともに増加しました。
回転月数については、⽶国追加関税の還付や部材コストアップの影響を受け、増加しています。
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設備投資・減価償却費/研究開発費

15

設備投資内訳 研究開発費内訳

（億円）

460 449
530

24年度
実績

25年度
実績

26年度
予想

*産業用領域は、IP事業（24年度はドミノ事業）、マシナリー事業、ニッセイ事業の内訳を合算したものです。

26年度
予想

25年度
実績

24年度
実績

183179148産業用領域
357330347⺠生用領域他
540508495計

26年度
予想

25年度
実績

24年度
実績

1458183産業用領域
385368376⺠生用領域他
530449460計

設備投資 減価償却費 研究開発費

426 423 420

24年度
実績

25年度
実績

26年度
予想

（億円）（億円）

（億円）（億円）

495 508 540

24年度
実績

25年度
実績

26年度
予想

24・25年度実績は、設備投資、減価償却費、研究開発費は非継続事業を含めたものです。26年度については、非継続事業を除いております。

2026年度の設備投資、減価償却費、研究開発費について、前回公表時からの変更はありません。

※非継続事業の扱いについて
2024・2025年度実績の、設備投資、減価償却費、研究開発費は非継続事業を含めたものです。
2026年度予想は、非継続事業は含まれません。



© 2026 Brother Industries, Ltd. All Rights Reserved.

セグメント業績概要
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売上収益

ラベリング通信・プリンティング機器

プリンティング&ソリューションズ事業
売上収益･事業セグメント利益・営業利益

17

1,1531,396

4,983 4,690
5,297

25Q1 26Q1 FY25 FY26
前回
予想

FY26
今回
予想

170 201

722 719 772

25Q1 26Q1 FY25 FY26
前回
予想

FY26
今回
予想

152

434

664 630
730

11.5%

25Q1

27.2%

26Q1

11.6%

FY25

11.6%

FY26
前回
予想

12.0%

FY26
今回
予想

利益率

事業セグメント利益

産業用

⺠⽣用

主な製品等

⺠⽣/産業区分
通信・プリンティング

汎用ラベリング

業務用ラベリング

レーザー複合機 ラベルプリンターインクジェット複合機

（億円）（億円）

コア事業
中期戦略CS B2027での位置づけ

成⻑事業

通信・プリンティング
汎用ラベリング

業務用ラベリング

（億円）
対前年増減率対前年増減率FY26

今回予想
FY26

前回予想FY25増減率増減率26Q125Q1 為替含む為替除く為替含む為替除く
6.4%2.5%6,0695,4095,70620.7%8.3%1,5971,323売上収益
6.3%2.5%5,2974,6904,98321.0%8.6%1,3961,153通信・プリンティング機器

10.7%6.0%2,129-1,92334.1%20.2%598446⽶州
2.1%-1.4%1,655-1,62115.4%2.0%408353欧州
7.3%3.8%1,074-1,0028.9%-3.1%278255アジア他
0.2%-1.2%438-43814.0%10.0%11298日本（OEMを含む）
6.9%3.0%77271972218.5%6.6%201170ラベリング
8.5%3.9%350-32320.6%8.4%9478⽶州
4.9%1.3%243-23213.0%-0.1%5750欧州
8.6%4.5%125-11517.0%3.5%3429アジア他
1.7%-54-5331.7%-1612日本

9.9%-730630664185.5%-434152事業セグメント利益
25.7%-730630581238.9%-432128営業利益

2026年度第1四半期の実績についてご説明します。

P&S事業の売上収益は 1,597 億円。
現地通貨ベースの増減率は プラス 8.3 %、為替影響を含む増減率はプラス 20.7 ％ となりました。

・通信・プリンティング機器
売上収益は 1,396 億円。
現地通貨ベースの増減率は プラス 8.6 %、為替影響を含む増減率はプラス 21.0 ％ となりました。
各地域で消耗品の販売が増加したことに、為替のプラス影響も加わり、⼤幅な増収となりました。
詳細は次のページでご説明します。

・ラベリング
売上収益は 201 億円。
現地通貨ベースの増減率は プラス 6.6％、為替影響を含む増減率は プラス 18.5％ となりました。
主に、業務用ラベリングの本体・消耗品が堅調に推移したことに加え、為替のプラス影響もあり、増収となりました。
地域別では⽶州を中心に概ね各地域で堅調に推移しました。

事業セグメント利益は、 434 億円。
⽶国追加関税の⼤部分が還付されたことに加え、価格対応の効果や消耗品販売増による粗利益の増加、
為替のプラス影響などにより、⼤幅な増益となりました。
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25通期24通期26Q426Q326Q226Q125Q425Q325Q225Q124Q424Q324Q224Q1

売上⾦額伸び率（前年同期⽐）

レーザー

5%-1%---19%8%6%5%1%1%-1%2%-5%本体円ベース

4%9%---29%18%0%3%-3%-2%14%14%11%消耗品

4%-2%---6%1%1%5%9%1%0%2%-12%本体現地通貨ベース

2%5%---16%8%-4%2%3%-2%12%12%0%消耗品

インクジェット

8%15%---4%3%13%13%4%14%17%12%18%本体円ベース

8%3%---25%21%5%9%-4%-2%11%6%-1%消耗品

8%15%----6%-3%9%13%12%16%18%14%10%本体現地通貨ベース

5%1%---14%12%1%8%1%-2%10%4%-9%消耗品

55%55%---58%58%55%54%54%55%56%55%55%消耗品⽐率

販売台数伸び率（前年同期⽐）

2%-5%---5%-2%1%5%5%1%-6%-2%-13%レーザー

8%14%----4%8%6%10%9%11%17%14%13%インクジェット

プリンティング&ソリューションズ事業
主要製品別売上伸び率・構成⽐

18

*

＊25Q4のインクジェット本体売上（現地通貨ベース）に、25Q2および25Q3における海外販売会社のIFRS売上控除額修正を反映

第1四半期における主要製品の売上伸び率についてです。（現地通貨ベース/前年同期⽐）

レーザーの売上伸び率は、本体は プラス 6％、消耗品は プラス 16％ となりました。
インクジェットの売上伸び率は、本体は マイナス 6％、消耗品は プラス 14％ となりました。

・製品本体
レーザー・インクジェットともに、⽶国関税政策への対応として前年度に実施した価格対応の効果があった一⽅で、
中東情勢などのリスク対応として各地域で販売プロモーションを抑制した影響が⾒られました。

レーザーについては、欧州・中国において販売が減少したものの、
⽶国において販売が⼤幅に増加し、全体で増収となりました。
⽶国については、上記の価格対応の効果に加え、
一部製品の出荷が前四半期から当第1四半期に後ろ倒しになったことなども影響しています。

インクジェットについては、プロモーション抑制の影響により、欧州を中心に各地域で販売が減少しました。

・消耗品
価格対応の効果に加え、欧州における値上げ前の駆け込み需要や、
⽶国における前四半期から当第1四半期への出荷の後ろ倒しの影響などにより、
レーザー・インクジェットともに販売が⼤きく増加しました。



19

© 2026 Brother Industries, Ltd. All Rights Reserved.

インダストリアル・プリンティング事業
売上収益･事業セグメント利益・営業利益

19

主な製品等

産業用
⺠⽣/産業区分

コーディング・
マーキング機器

デジタル印刷機

成⻑事業
中期戦略CS B2027での位置づけ

ガーメントプリンター
主な製品等

売上収益

産業用プリンタードミノ

288 334

1,253 1,302 1,316

25Q1 26Q1 FY25 FY26
前回
予想

FY26
今回
予想

35
82

140

368 367

25Q1 26Q1 FY25 FY26
前回
予想

FY26
今回
予想

9

32 29

40
45

2.9%

25Q1

7.7%

26Q1

2.1%

FY25

2.4%

FY26
前回
予想

2.7%

FY26
今回
予想

利益率

事業セグメント利益
（億円）（億円）

⼤判インクジェットプリンター

（億円）
対前年増減率対前年増減率FY26

今回予想
FY26

前回予想FY25増減率増減率26Q125Q1 為替含む為替除く為替含む為替除く
20.9%20.1%1,6831,6701,39329.2%18.9%417323売上収益

5.0%4.7%1,3161,3021,25316.3%6.2%334288ドミノ
3.6%5.8%353-34120.1%9.4%9176⽶州
8.4%4.3%572-52816.4%3.0%145124欧州
1.0%4.0%337-33413.5%7.7%8676アジア他
5.1%-54-519.0%-1312日本

163.2%158.9%367368140134.8%123.1%8235産業用プリンター
94.0%89.4%126-6579.9%67.9%2615⽶州

231.4%226.8%108-33180.2%166.4%249欧州
33.0%27.6%35-2626.9%12.0%108アジア他

528.2%-98-16435.5%-224日本

55.9%-454029239.2%-329事業セグメント利益
--4540-17373.6%-286営業利益

IP事業の第1四半期の売上収益は 417 億円。
現地通貨ベースの増減率は、プラス 18.9％、為替影響を含む増減率は プラス 29.2％ となりました。

・ドミノ
売上収益は 334 億円。
現地通貨ベースの増減率は プラス 6.2％、為替影響を含む増減率は プラス 16.3％ となりました。
C&Mにおいて本体・消耗品ともに販売が堅調に推移したことに、
為替のプラス影響も加わり、増収となりました。

・産業用プリンター
売上収益は 82 億円。
現地通貨ベースの増減率は プラス 123.1％、為替影響を含む増減率は プラス 134.8% となりました。
MUTOHを連結化したことに加え、為替のプラス影響もあり、⼤幅な増収となりました。

事業セグメント利益は、 32 億円。
⽶国追加関税の還付に加え、ドミノの増収効果や為替のプラス影響もあり、⼤幅な増益となりました。
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マシナリー事業
売上収益･事業セグメント利益・営業利益

20

133
219

643
800

25Q1 26Q1 FY25 FY26
予想*

48 55

187
210

25Q1 26Q1 FY25 FY26
予想*

13

44
67

110

7.1%

25Q1

16.0%

26Q1

8.1%

FY25

10.9%

FY26
予想*

利益率工業用ミシン産業機器

産業用
⺠⽣/産業区分

工作機械 工業用ミシン

売上収益 事業セグメント利益
（億円）（億円）

主な製品等

成⻑事業
中期戦略CS B2027での位置づけ

収益性改革事業

産業機器

工業用ミシン

（億円）
対前年増減率対前年増減率FY26

今回予想*
FY26

前回予想FY25
増減率増減率

26Q125Q1 為替含む*為替除く*為替含む為替除く
21.7%18.5%1,0101,01083051.6%40.5%274181売上収益
24.4%21.7%80080064365.3%54.9%219133産業機器

----39-28.5%-28.5%811⽶州
----31141.5%141.5%156欧州
----46689.2%74.2%17592アジア他
----106-6.1%-2123日本

12.5%7.6%21021018714.1%1.1%5548工業用ミシン
----141.4%-8.9%44⽶州
----2444.8%28.0%96欧州
----14410.3%-2.7%4137アジア他
----416.1%-11日本

64.1%-11011067241.1%-4413事業セグメント利益
65.1%-11011067232.5%-4614営業利益

＊マシナリー事業の業績予想はQ2決算にてアップデート予定

マシナリー事業の第1四半期の売上収益は 274 億円。
現地通貨ベースの増減率は プラス 40.5％、為替影響を含む増減率は プラス 51.6％ となりました。

・産業機器
売上収益は、 219 億円。
現地通貨ベースの増減率は プラス 54.9％、為替影響を含む増減率は プラス 65.3％ となりました。
中国・アジアを中心に⾃動⾞・一般機械市場向けの設備投資需要が拡⼤し、⼤幅な増収となりました。

・工業用ミシン
売上収益は、 55 億円。
現地通貨ベースの増減率は プラス 1.1％、為替影響を含む増減率は プラス 14.1％ となりました。
中東情勢の影響を受け、アジアにおけるアパレル向け設備投資が軟調に推移したものの、
独Konrad Busche社の売上が加わったことや、為替のプラス影響もあり、増収となりました。

事業セグメント利益は、 44億円。
販管費等が増加したものの、産業機器の増収効果などにより、⼤幅な増益となりました。

＊産業機器の生産制約リスクの影響を確認中であるため、マシナリー事業の業績予想はQ2決算にてアップデートを予定しています
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マシナリー事業（産業機器）
受注額の推移

21

※出所:（一社）日本工作機械工業会 工作機械主要統計より※国内・海外の製品本体の受注額合計
海外受注額は各四半期の為替レートにて円換算

（億円）
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受注額 売上収益
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内需
中国を除く外需

中国

受注額・売上収益の推移 （参考）日工会受注統計
（億円）

産業機器の四半期ごとの売上収益と受注額です。
受注額は、国内受注と海外受注を合わせた製品本体受注の合計額です。

主に中国・インド・東南アジアにおける⾃動⾞・一般機械市場向けの需要が拡⼤し、
受注額、売上収益ともに⼤きく伸⻑しました。
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ニッセイ事業
売上収益･事業セグメント利益・営業利益

22

50 63

214
239 242

25Q1 26Q1 FY25 FY26
前回
予想

FY26
今回
予想

2

9 10 11

15

3.7%

25Q1

14.2%

26Q1

4.5%

FY25

4.5%

FY26
前回
予想

6.2%

FY26
今回
予想

利益率

売上収益 事業セグメント利益

主な製品等

産業用
⺠⽣/産業区分

ギアモータ 高剛性減速機 ⻭⾞

（億円）（億円）

収益性追求事業
中期戦略CS B2027での位置づけ

（億円）
対前年増減率対前年増減率FY26

今回予想
FY26

前回予想FY25
増減率増減率

26Q125Q1 為替含む為替除く為替含む為替除く

13.0%11.8%24223921425.6%21.3%6350売上収益
12.6%7.8%43-3834.7%21.4%129⽶州

---------欧州
16.3%13.9%32-2749.6%35.1%107アジア他
12.4%-167-14918.7%-4135日本

57.2%-151110386.7%-92事業セグメント利益
48.7%-151110296.1%-92営業利益

ニッセイ事業の第1四半期の売上収益は 63 億円。
現地通貨ベースの増減率は プラス 21.3％、為替影響を含む増減率は プラス 25.6％ となりました。
価格対応の効果も含め、減速機・⻭⾞ともに販売が堅調に推移し、⼤幅な増収となりました。

事業セグメント利益は、 9 億円。
増収や価格対応の効果に加え、⽶国追加関税の還付や為替のプラス影響もあり、⼤幅な増益となりました。
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パーソナル&ホーム事業
売上収益･事業セグメント利益・営業利益

23

133 144

610 630 648

25Q1 26Q1 FY25 FY26
前回
予想

FY26
今回
予想

9

27

66

53

71

6.8%

25Q1

19.0%

26Q1

10.8%

FY25

8.4%

FY26
前回
予想

11.0%

FY26
今回
予想

利益率

⺠⽣用
⺠⽣/産業区分

家庭用ミシン カッティングマシン
©Disney

売上収益 事業セグメント利益
（億円）（億円）

主な製品等

中期戦略CS B2027での位置づけ

収益性追求事業

（億円）
対前年増減率対前年増減率FY26

今回予想
FY26

前回予想FY25増減率増減率26Q125Q1 為替含む為替除く為替含む為替除く

6.2%2.6%6486306108.3%-3.0%144133売上収益
5.6%1.7%371-3512.0%-9.0%8078⽶州
8.8%5.3%168-1558.0%-4.6%3532欧州
1.9%-2.5%71-6919.0%4.9%1916アジア他
9.6%-38-3460.9%-106日本

7.9%-715366203.7%-279事業セグメント利益
18.7%-715360339.4%-276営業利益

P&H事業の第1四半期の売上収益は 144 億円、
現地通貨ベースの増減率は マイナス 3.0％、為替影響を含む増減率は プラス 8.3％ となりました。
最高級機の新製品投⼊効果があった前年同期と⽐較し、⽶州を中心に販売が軟調に推移したものの、
為替のプラス影響により、増収となりました。

事業セグメント利益は、 27 億円。
主に⽶国追加関税の還付や為替のプラス影響により、⼤幅な増益となりました。
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参考資料
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P&S（プリンティング＆ソリューションズ)

通信・プリンティング機器

ラベリング

IP（インダストリアル・プリンティング）

ドミノ

産業用プリンター

マシナリー

産業機器

工業用ミシン

ニッセイ

P&H（パーソナル＆ホーム）

その他

非継続事業

【参考】 開⽰セグメントの変更

※P&S、IP、マシナリー事業内のサブ事業は売上のみ開示

〜FY25Q2 FY26〜

2025年度第3四半期より、N&C事業を非継続事業に分類。
2026年度より、MUTOHの業績をIP事業の産業用プリンターに組み込んで開⽰

25

P&S（プリンティング＆ソリューションズ)

通信・プリンティング機器

ラベリング

IP（インダストリアル・プリンティング）

ドミノ

産業用プリンター

マシナリー

産業機器

工業用ミシン

ニッセイ

P&H（パーソナル＆ホーム）

N&C（ネットワーク＆コンテンツ）

その他

MUTOHを組み込んで開⽰

P&S（プリンティング＆ソリューションズ)

通信・プリンティング機器

ラベリング

IP（インダストリアル・プリンティング）

ドミノ

産業用プリンター

マシナリー

産業機器

工業用ミシン

ニッセイ

P&H（パーソナル＆ホーム）

その他

非継続事業

FY25Q3〜 ※FY25は期初に遡及して組替

スタンダードの事業譲渡益、および譲渡前の収益

25

2025年度第3四半期よりN&C事業は非継続事業に分類しております。
これにより、売上収益から税引前利益までは非継続事業を除いた継続事業の⾦額を表示し、
当期利益及び親会社の所有者に帰属する当期利益は、継続事業及び非継続事業の合算をして開示します。
なお、2025年度は期初に遡及して組み替えております。

また、2026年度よりMUTOHの業績をIP事業の産業用プリンターに組み込んでおります。

事業区分は、
「P&S事業」、「IP事業」、「マシナリー事業」、「ニッセイ事業」、「P&H事業」、「その他事業」となります。
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【参考】 ブラザーグループの事業領域

26

ビジネスの領域 製品・サービス群

産業機器
マシナリー

産
業
用
領
域

工業用ミシン

ニッセイ

ドミノIP
(インダストリアル・
プリンティング) 産業用プリンター

業務用ラベリング
P&S
（プリンティング＆
ソリューションズ）

汎用ラベリング⺠
⽣
用
領
域

通信・プリンティング

P&H（パーソナル＆ホーム）

新規事業

工作機械 工業用ミシン

コーディング・マー
キング機器 デジタル印刷機

ガーメントプリンター
(産業用プリンター)

家庭用ミシン

モバイルプリンター
(P&S 業務用ラベリング)

プリンター・複合機
(P&S 通信プリンティング)

ラベルライター

減速機 ⻭⾞

業務用
ラベルプリンター

スポットクーラー 燃料電池

産業用領域

⺠⽣用領域

新規事業

事業名 サブセグメント

⼤判インクジェットプリンター
(産業用プリンター)



ロゴ
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